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要 旨  

近年、社会資本の老朽化に関する問題が顕在化している。国土交通省によると港湾施設

においては、建設後50年を経過する岸壁が、2013年時点で約8%であったものが2023年に

は全体の約32％、更に2033年には約58％と急速に増大するとされ、今後一斉に補修や改

修を必要とする事が予想される。特に寒冷海域においては、近年の気候変動により海氷

が減少することで海氷の運動が活発化し、港湾・漁港構造物の劣化を促進させることが

懸念されている。老朽化した施設では、中詰め材の吸い出しやこれに起因する陥没事故

などが発生する危険性がある。しかし、効率的に水中構造物の内部探査を行う技術は確立さ

れていない。また、水中構造物に損傷を与えると推定される海氷の形状調査は行われてお

らず、十分にその影響が把握されていない。そこで効率的な水中構造物内部の劣化・損傷

状況探査技術および沿岸施設に近づく海氷形状の調査技術について研究を行った。本報告

では得られた研究結果について述べる。 

 

キーワード：水中構造物、内部点検、パラメトリック送信技術、海氷計測 
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1．背景 

近年、社会資本の老朽化に関する問題が顕在化している。国土交通省によると港湾施設においては、建設

後 50 年を経過する岸壁が、2013 年時点で約 8%であったものが 2023 年には全体の約 32％、更に 2033 年には

約 58％と急速に増大するとされ、今後一斉に補修や改修を必要とする事が予想される 1）。特に寒冷海域にお

いては、近年の気候変動により海氷が減少することで海氷の運動が活発化し、港湾・漁港構造物の劣化を促

進させることが懸念されている。老朽化が進行した水中構造物では、損傷箇所などから内部の土砂が流出す

る。これにより水中構造物内部に空洞が生じ、空洞箇所の上のエプロンが陥没する現象の発生要因となる（図

－1）。 

水中構造物の内部点検には、非破壊で路面下空洞探査を行える地中レーダ探査法が使用されている。しか

し、水分を多く含む海面水位以下の地中では、地中レーダによる探査は困難であり、効率的に水中構造物の

内部探査を行う技術は確立されていない。また、水中構造物に損傷を与えると推定される海氷の形状調査は

行われておらず、十分にその影響が把握されていない。安全で安心な港湾・漁港施設の継続利用のためには、

効率的な保全対策が必要であり、従前の事後的維持管理から予防保全的管理へと転換し、経済的な維持管理

による機能の保持が求められている。 

そこで、水中構造物内部の劣化・損傷状況探査技術および沿岸施設に近づく海氷形状の調査技術について

研究を行った。 

  

図－1 穴の開いた鋼矢板（左）と岸壁内部の空洞化によるエプロンの陥没 2)（右） 
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2．2 パラメトリック送信技術の利用可能性確認試験（平成 23年度） 

市販のパラメトリックソーナー（SES2000、Innomar社製、図－3）を使用し、パラメトリック送信技術の内

部空洞探査への有効性を確認した。 

  

図－3 SES2000（左：本体、右：トランスデューサ） 

 

2．2．1 試験方法 

試験場所を図－4 に示す。岸壁エプロン下にある既知の空洞部を計測するため、エプロン上から SES2000

を下に向け音波を送信した（図－5）。SES2000 は水中で使用しなければならないため、海水を満たしたドラ

ム缶の上部中央にソーナーを下向きに設置した。また、SES2000 から送信される音波の経路上に空気層があ

ると、音波は空気層で反射し、その先には伝搬しない。そのため散水したアスファルト上に布を敷き、さら

に散水し、その上に海水を満たしたビニールプールを置き、その中にドラム缶を設置した（図－6）。 

1 次波中心周波数は 100kHz であり、2 次波周波数は 10、8、6、5、4kHz を使用し計測を行った。 

  

図－4 追直漁港（北海道室蘭市） 
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図－5 試験方法 

   

図－6 試験状況 

 

2．2．2 試験結果 

図－7 に試験結果を示す。図－7左は健全箇所、右は空洞箇所で計測した結果である。縦軸はソーナーから

の距離を表している。各周波数について 100ping分（音波の送信回数）のデータを表示している。反射波が強

いほど白く、弱いほど黒く表しており、縦方向の緑線は反射強度を表している。 

 図において、最初に反射強度の強い箇所が各周波数の同位置に現れており、これはドラム缶底及びアスファ
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ルト上面での反射である。図中、上方の赤い点線は音波の伝搬速度を 1500m/s（水中）とした場合のドラム缶

底位置であり、ソーナーからの距離は 0.77mとなり、反射強度の強い箇所とほぼ一致する。それより下方は地

中となるため、実際には音波の伝搬速度が変化（アスファルト、地中での音の伝搬速度は水中の倍程度になる

ことを考慮する必要がある）するが、本解析では音波の反射強度の有無に着目しているため、音波の伝搬速度

は 1500m/sで換算している。ドラム缶底で反射した音波が再び水面で反射することで現れる多重反射も分布図

中 1.5m付近に確認できる。最も明瞭である 10kHzの図について、健全箇所と空洞箇所の両図を比較すると、

空洞箇所の図だけに図中赤丸部の反射が見えており、この部分が地中の空洞を表している。 

 以上により、パラメトリック送信技術が内部空洞探査へ利用可能であることを確認した。しかし SES2000は

既定の周波数や波形しか使用できず、取得できる情報が限られるという制約があることから、水中構造物に適

したソーナーとしてパラメトリック音響プローブ（以下、音響プローブという）を試作した。 

 

図－7 SES2000による確認試験（左：健全箇所、右：空洞箇所） 

 

2．3 音響プローブ性能試験（平成 24年度） 

 

2．3．1 音響プローブの試作 

試作した音響プローブ(ジャパンプローブ(株)社製)は、主に 60本の送信用プローブ(周波数帯域 100kHz±

10kHz)、33本の受信用プローブ (周波数帯域 1kHz-170kHz)と保持具で構成されている(図-8左)。送信用プロー

ブおよび受信用プローブは、保持具(外形 240 mm)の 200 mm円内に、外側から同心円状に交互に配置されてお

り、送信用プローブは図－8右に示す色分けのように 4つのチャンネルに分かれている。保持具は、曲率 1500 

mmおよび曲率 2000 mmの 2種類を製作した。その他は、取り付け用のコネクター、ケーブルを保護するための

保護カバーで構成されている。保持具の曲率 Rに合わせて、送信用プローブおよび受信用プローブを配置する











 

  10   

 

の中心を結ぶ線に対し直交方向に移動させながら波形を取得した。2次波周波数は 5kHz、8kHz、10kHz、12kHz、

15kHz、送波周期は 1sとして、ターゲットを 15pingごとに 1cm移動させた。測定方法を図－14に示す。 

 

図－14 透過波試験配置図 

 

（2）試験結果 

 2次波周波数 10kHzの計測結果を図－15に示す。灰色の線が水中のみを伝搬した音波の受信波形、黒色の線

が水中とコンクリートを透過した音波の受信波形を表している。点線枠で囲んだ部分を拡大したものが下段の

図であるが、受信波形の到達時間が、水中のみを伝搬した場合よりコンクリートを透過した場合の方が 4分の

1波長ほど早くなっている。これは水中よりコンクリート中の方が音速が速いためである。また、振幅の最大

値を比較すると、水中のみを伝搬した場合は 1023mV、ターゲットを透過した場合は 332mVであり、3分の 1程

度まで減衰することがわかった。 

 図－16に 2次波周波数が 5kHz、8kHz、12kHz、15kHzの透過波形を示す。使用したすべての周波数でターゲッ

トを透過することを確認した。各周波数の最大振幅を比較すると 5kHzが 200mV程度で最も透過しにくく、8kHz

が 400mV程度で最も透過しやすいことがわかった。 
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図－15 透過試験結果（2 次波周波数：10kHz） 

図－16 透過試験結果（2 次周波数：5、8、12、15kHz） 
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2．4 音響プローブの改良（平成 25年度） 

前節のとおり、音響プローブの性能試験を実施したが、本装置では送信音圧が小さく、2次波がよく生成さ

れないため透過性能が低いことがわかった。原因としては、個々の素子間のインピーダンスの違いにより音圧

を高められないことが考えられた。そこで、透過性能を高めるため大音圧の音波を生成できるパラメトリック

送受波器の仕様を検討し改良した。 

パラメトリック送受波器（図－17）は、コンポジット製法で製作された送受一体型で、同心円状に 5つの送

信チャンネルと 5つの受信チャンネルが配置されたアニュラアレイ送受波器である。焦点距離が標準の状態で

1.5mとなるように素子が配置されており、パラメトリック送受波器前面はわずかに凹面状になっている。また

チャンネルごとの送波タイミングを電子的に制御することで焦点距離を±0.5mの範囲で変更することができ

る。1次波の中心周波数は 100kHzであり、2次波周波数は 5～20kHzを使用できる。 

  

図－17 パラメトリック送受波器（左）とパワーアンプ（右） 

 

2．4．1 透過波測定試験 

 改良したパラメトリック送受波器について、透過波測定試験を東京大学生産技術研究所の試験水槽で実施し

た。 

 

（1）試験方法 

パラメトリック送受波器、鋼矢板（SP-Ⅱw：有効幅 600mm、有効高さ 130mm、厚さ 10.3mm）、反射板（スタイ

ロフォーム、厚さ 15mm）の配置を図－18に示す。水槽の壁際から 0.5mの位置に図のように鋼矢板を配置した。

鋼矢板からパラメトリック送受波器の焦点距離である 1.5m離れた位置にパラメトリック送受波器を配置し、

鋼矢板を挟んで逆側に反射板を設置した。測定は、反射板が壁際にあるときと、壁際から 4cm鋼矢板に近づけ

た位置にあるときの 2パターンについて行った。2次波周波数には 10kHzを使用した。 









 

  16   

 

タの欠測等の要因にもなり得る。 

これらの課題を解消するため、船舶を使用せず岸壁水中部を陸上から計測する手法を検討し、実海域試験を

実施した。さらに計測に使用する各機器の設置・設定および計測を簡易な操作で行うことを可能とするシステ

ムについて検討を行った。 

 

2．5．1 バックホウを用いた現地試験 

船舶を使用せず岸壁水中部の計測を陸上から計測する手法として、バックホウを用いた方法を検討し、実海

域試験を実施した結果について述べる。 

 

（1）主な計測機器と計測方法 

主な使用機器について以下に示す。 

a)  パラメトリック送受波器 

b)  モーションセンサ（DMS-05：Teledyne TSS社） 

動揺計測装置であり、センサ部と電源・通信ケーブルで構成される。 

c)  RTK-GPS基地局、移動局（SPS851：Trimble社） 

位置計測装置であり、アンテナ、電源・通信ケーブル、受信機本体で構成される。 

d)  RTK-GPS方位計（SPS552H：Trimble社） 

方位計測装置であり、アンテナ、電源・通信ケーブル、受信機本体で構成される。 

船舶に代わる移動体には、汎用機械として広く使用されているバックホウを選定した。計測方法はバックホ

ウのバケットにソーナー昇降装置を取り付け、その下端にパラメトリック送受波器等を取り付けてバックホウ

を岸壁に平行に走行させることで連続的に計測を行った（図－24）。 

平成 24年度の船舶を使用した計測では、図－25の右のような計測機器の水深を変更する作業が数回あり、1

回の深さ変更には 20分程度を要した。そこで図－26に示すソーナー昇降装置を作製した。本装置はラックピ

ニオン方式であり、ラック付き角パイプ（50mm角）、モータ、操作ボックスからなる。昇降スイッチでモータ

を作動させ毎秒約 2cmで昇降を行う。昇降スイッチを操作しない状態ではブレーキがかかる。可動域は 3m、ラッ

ク付き角パイプ含め 180kg程度まで昇降させることができる。 

図－27は本装置をバックホウへ取り付けるための金具である。バックホウのバケット側面が歪んでいたため

木板を挟んで金具を取り付けた。この金具を船舶の側面への取り付けに対応できるものに換えることで、本昇

降装置を船舶で使用することも可能である。 
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図－27 ソーナー昇降装置取付金具のバックホウへの取付状況 

 

（2）船舶を使用した計測とバックホウを使用した計測の動揺データの比較 

船舶を使用して計測を行った場合とバックホウを使用して計測を行った場合について、モーションセンサに

よるロール（進行方向に対して左右方向の揺れ）および、ピッチ（進行方向に対して前後方向の揺れ）の計測

値を比較した。使用したデータは、両試験期間において、風向や波の状態が近かった平成 24年 10月 24日（船

舶による計測）と平成 25年 8月 28日（バックホウによる計測）のものである。 

ロールおよびピッチの計測値を図－28、29にそれぞれ示す。横軸は時間、縦軸は角度を表している。バッ

クホウによる計測では計測範囲を 20m程度としていたため、70秒以降データがないが、船舶による計測との比

較のため横軸を合わせて表示した。 

まずロールについて比較する。船舶による計測について見ると、水深によらず周期が約 4 秒、ロールが-2

度～+2 度の範囲で振動していることがわかる。岸壁からの計測機器までの距離が 3.5m であるとすると岸壁

上の音波の照射位置は±0.1m 程度の範囲で上下動する。バックホウによる計測では振動の周期が短く、揺れ

は最大で-0.3 度～+0.3 度程度であり、水深が深いほど揺れが大きくなっている。これは現地計測中に目視で

観察していても見られた傾向である。バックホウのバケット先端と岸壁の距離は約 1m まで近づけることが可

能であり、岸壁から計測機器までの距離を 1.5m とするとロールの値による岸壁上の音波の照射位置は最大で

も±7mm 程度となる。 

次にピッチについて比較する。船舶による計測について見ると、ロールと同様に約 4 秒、-0.7 度～+1.0

度の範囲で振動している。バックホウによる計測では-0.4 度～+0.3 度の範囲で振動している。特に船舶によ

る計測との違いは、船舶が周期的な揺れであるのに対し、バックホウによる計測は 30 秒付近まで上昇してい

た値が、それ以降下降していく点である。これは計測箇所の地面のわずかな起伏をバックホウが上り下りし

たことを表していると考えられるが、岸壁と計測機器の距離が近いため、計測に与える影響は小さい。 

バックホウによる計測については、船舶のような揺れは抑えられても走行による振動や、路面の起伏の影

響が懸念されたが、本計測の結果、走行による揺れはロール、ピッチとも小さく、計測精度を向上できるこ

とを確認した。 
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① 計測機器配線接続部検討 

計測準備および撤去に要する時間を短縮するために、各計測機器の電源ボックスおよび受信機本体を箱等の

中に整理して配置し、配線作業を簡略化する方法について検討を行った。検討では配線だけでなく、筐体の

大きさ、材料等、防水性についても考慮した。 

② 艤装方法検討 

バックホウまたは他の陸上機械へ、前述の①で検討した各計測機器本体部を整理・収納した箱等および計測

用 PCを艤装する方法について検討を行った。また、各装置のケーブルを効率的に配線、撤収できる方法に

ついても検討した。 

③ 設定計測ソフトウェア詳細設計 

各計測機器の設定・計測を一元的に管理することで、計測作業を単純化するソフトウェアの詳細設計を行っ

た。 
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図－40 計測装置 

 

図－41 計測方法（平成 24年度） 

  

図－42 ケーブル保護用架台 
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3．3．2 試験概要 

 平成 23年度と同様、実海域において計測試験を実施した。概要を以下に示す。 

 

（1）計測場所、試験期間 

・試験場所： ウトロ漁港（前年度と同じ） 

・試験期間： 平成 25 年 2 月 13～15 日 

（2）計測装置設置方法 

以下に、計測装置の設置方法を示す。 

・海中へ計測装置を投入するため、バックホウにて計測装置投入箇所（2.0×2.0m程度）を砕氷し海氷を取

り除く。 

・水中カメラにて海底部に障害物がないか確認する。 

・開口部より装置を投入・設置する（図－43）。 

・ケーブル位置に合わせてケーブル保護用架台を上部工に設置する。固定用のコンクリートブロックを架台

に載せて固定する。 

・ケーブル保護用架台の蓋（鉄板）を上部よりスライドさせて前面部を遮蔽する。 

 また、使用する機械についての留意点を以下に示す。 

・計測装置はワイヤーロープで吊って海中へ投入するが、水深に応じた揚程を有するクレーン装置を使用す

る必要がある。 

・計測時は不測の事態に備えバックホウを近接に配置する。 

なお、計測装置の設置状況は、ターンテーブルに取り付けた傾斜計で確認した。3日間の計測試験中での最

大傾斜は 3度程度であった。 

  

図－43 計測装置の海中への投入 
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3．3．3 計測方法 

 計測方法は以下のとおりである。 

・海氷が動き始めたら、5分毎に計測し、港内の海氷がなくなるまで、または、海氷の動きが停止したと判

断されるまで行う。 

・実施日時等は以下のとおりである。 

日時：平成 25年 2月 13日、11:52から 5分毎に 17回計測（13:12迄） 

機器：マルチビームソーナーSeabat8125（周波数：455kHz、レンジ：35m、スワス幅：120度） 

データ取得時回転速度：1deg/s（初期位置（岸壁を背にしたときに送波ファンビームが右に出る方

向）から反時計回りに 180度回転するまでデータを取得、その後初期位置まで戻す間は 4deg/sで

時計回りに回転） 

 ・海中の音波の伝搬速度を補正するため、音速度計により音速を計測した。 

また、データ処理方法は以下のとおりである。 

・データ収録・処理ソフトウェア（HYPACK）を用いて、生データから明確な多重反射やノイズ等を除去する

ことで、点群データ（X、Y、Z座標）を作成した。 

・計測方向の把握にはパンチルト装置より出力された回転角のデータを使用した。 

 

3．3．4 データ解析 

 

（1）海氷下面形状の把握 

平成 24年度に取得した海氷下面形状の点群データの一例を図－44に示す。計測期間中、港内の海氷塊は少

なかったが、前年度の手動回転計測に替わり、パンチルト装置を使用したことで回転角速度が一定となり、均

一な密度のデータを取得できていることがわかる。 
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3．4．1 試験方法 

模擬海氷として、枕木を長さ 1m、幅 0.6m、高さ 0.4mの直方体に組んだものを使用した（図－46右）。比重

は海氷と同程度の 0.9になるよう、比重の異なる 2種の枕木を用いて調整した。 

港内が全面結氷していたため、計測装置および模擬海氷を投入するために、計測装置投入位置から岸壁に

沿って約 23m、岸壁から海側に約 4.5mの範囲で砕氷し、開水面を作製した（図－47）。試験方法を図－48に示

す。開水面内の海側へ向かって右方に計測装置を設置し、計測装置位置を 0mとした。そこから左に 5m、7.5m、

15mの位置（以下、「模擬海氷岸壁法線方向位置○m」という）で、約 2m海側（開水面のほぼ中央）に模擬海氷

を停止させ計測した。 

 

図－47 砕氷作業（左）と開水面（右） 

 

図－48 試験方法（橙色部分が開水面） 

 

3．4．2  試験結果 

 

（1）半径方向および深さ方向分解能 

図－49は回転中心付近に模擬海氷を浮遊させ、下面形状を計測したもので、上は平面図、下は深さ方向断面

図である。左方に見える青い部分が海氷下面を表しており、赤および黄色い部分は砕氷によりできた開水面と
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図－50 回転速度によるデータ密度の違い（上：0.5deg/s、下：4deg/s。各図の中央の円、楕円および直線   

   は解析ソフトウェア Fledermaus（QPS 社）の操作ハンドルおよびスケール（円の中央が 0m）） 

 

（3）計測可能範囲 

図－51は模擬海氷岸壁法線方向位置 5m、7.5m、15m、回転速度 2deg/sにおける計測結果である。5m、7.5m

の場合は模擬海氷を塊として認識できるが、15mでは半径方向のデータの間隔が広くなっている。これは使用

したマルチビームソーナーの 1本の音響ビームのビーム幅が 0.5度であり、ソーナー直上の海面ではデータ密

度が大きくなり、水平距離が遠くなるほどデータ密度が小さくなるためである。 

ここで半径方向のデータ間隔について考察する。マルチビームソーナー水深を d [m]、マルチビームソーナー

の音響ビームのビーム番号を m（真上から 1、2、3、…）とすると、ソーナーからの音響ビームが海面に当た

るときの半径方向距離 rm[m]は 

𝑟𝑚 = 𝑑 × tan(0.5 × (𝑚 − 1))       ・・・(1) 

となる。よって海面に当たるときの m 番目と m-1 番目のビームの半径方向距離の差 Δr[m]が、半径方向のデー

タ間隔となり、式（1）をグラフにすると図－52となる。 
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4．まとめ 

水中構造物内部の劣化・損傷状況探査技術について、パラメトリック送受波器を導入し、性能試験を行い、

パラメトリック送受波器が鋼矢板背後の物体や異なる材質の境界までの距離を計測できることがわかった。ま

た、パラメトリック送受波器を用いて水中構造物の内部探査を行うために、バックホウにより計測する手法を

検討し試験を行い、船舶による計測に比べ動揺が大幅に低減することができ、計測精度を向上させることがで

きることを確認した。さらに、岸壁水中部の点検に使用する機器の設置・配線・設定に関する煩雑さを軽減し、

簡易な操作で計測を行うことを可能とするシステムについて検討し仕様を作成した。これらをシステム化する

ことで水中構造の内部探査を行うことが可能となる。 

また、沿岸施設に近づく海氷の計測技術について、マルチビームソーナーとパンチルト装置を組み合わせ、

海底から計測を行う手法を考案し、試験を行い、海氷下面形状を計測可能な技術を開発した。 
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